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第 ５ 号 

熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する

こととする。 

令和６年６月１４日提出 

                              熊本県知事 木 村 敬 

  熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例等の一部を改正する条例 

（熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３１年熊本県条例第３５号）の一

部を次のように改正する。 

第２５条の１６第１項中「人事委員会の定める職員」を「職員」に改め、同条第２項

中「定める額」の次に「（大規模な災害として人事委員会が定める災害に係る作業にあ

っては、１，０８０円）」を加え、同項第１号中「４８０円」を「７１０円」に改め、

同項第２号中「７３０円」を「１，０８０円」に改め、同条第３項第１号及び第２号中

「前項各号」を「前項」に改める。 

 （熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２９年熊本県条例第４１号）

の一部を次のように改正する。 

  別表第１９号作業の項を次のように改める。 

   第１９号作業 災害警備等作業（異常な自然現象若 １日につき ８４０円（大規 

しくは大規模な事故により重大な災 模な災害として人事委員会が 

害が発生した箇所又はその周辺にお 定める災害に係る作業に従事 

いて行う災害警備、救難救助、通信 した場合にあっては、１，０ 

施設の臨時設置、運用若しくは保守 ８０円）。ただし、次の各号 

又は鑑識の作業で、心身に著しい負 に掲げる場合にあっては、当 

担を与えると人事委員会が認めるも 該各号に掲げる場合の区分に 

のをいう。）           応じ、当該各号に定める額（ 

同一の日において、第１号に 

掲げる場合及び第２号に掲げ 

る場合に該当するときにあっ 

ては、第２号に定める額）と 

する。 

１  当該作業が夜間（日没時 

から日出時までの時間をい 
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う。以下この項において同 

じ。）に及んだ場合、又は 

当該作業が夜間に行われた 

場合 当該額にその１００ 

分の５０に相当する額を加 

算した額 

２  極めて危険を伴うと人事 

委員会が認める作業又は人 

事委員会が著しく危険であ 

ると認める区域における災 

害警備等作業に従事した場 

合 当該額にその１００分 

の１００に相当する額を加 

算した額 

          救難救助作業（山岳地における遭難 １日につき ８４０円（心身 

          者の救難救助又は異常な自然現象若 に著しい負担を与えると人事 

          しくは事故により発生した災害の被 委員会が認める作業又は人事 

          災者の救難救助の作業で、著しく危 委員会が著しく危険であると 

          険を伴うもの（災害警備等作業であ 認める区域における救難救助 

          るものを除く。）をいう。）    作業に従事した場合にあって 

は、当該額にその１００分の 

１００に相当する額を加算し 

た額） 

          救難救助訓練作業（山岳地における １日につき ４００円 

          遭難者の救難救助訓練の作業で著し 

          く危険を伴うもの又はこの作業に相 

          当すると人事委員会が認める作業を 

          いう。） 

（東日本大震災及び東日本大震災以外の特定大規模災害等に対処するための熊本県職員 

等の特殊勤務手当の特例に関する条例の一部改正） 

第３条 東日本大震災及び東日本大震災以外の特定大規模災害等に対処するための熊本県

職員等の特殊勤務手当の特例に関する条例（平成２３年熊本県条例第５７号）の一部を 

次のように改正する。 

第２条中「災害警備等作業に従事した場合にあっては、当該額にその１００分の１０
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０に相当する額を加算した額）」とあるのは、「災害警備等作業に従事した場合にあっ

ては、当該額にその１００分の１００に相当する額を加算した額）に８４０円を加算し

た額」を「８４０円（大規模な災害として人事委員会が定める災害に係る作業に従事し

た場合にあっては、１，０８０円）」とあるのは「１，６８０円」と、「当該額にその

１００分の５０に相当する額を加算した額」とあるのは「２，１００円」と、「場合 

当該額にその１００分の１００に相当する額を加算した額」とあるのは「場合 ２，５

２０円」に改める。 

第３条第１項中「を除く。」の次に「以下「一般職員等」という。」を加える。 

第５条第１項中「熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３１年熊本県条例第

３５号。以下「職員特殊勤務手当条例」という。）第２５条の１６第１項に規定する職

員」を「一般職員等」に、「同項」を「熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和

３１年熊本県条例第３５号。以下「職員特殊勤務手当条例」という。）第２５条の１６

第１項」に改め、「による額」の次に「（同条第２項括弧書に規定する額を除く。）」

を加え、「定められた」を「定める」に改め、同条第２項中「のうち人事委員会の定め

る職員」を削り、同条第３項中「第１項に規定する職員」を「一般職員等」に改める。 

第６条中「８４０円」とあるのは「８４０円」を「１，６８０円」とあるのは「１，

６８０円を超えない範囲内において人事委員会が定める額」と、「２，１００円」とあ

るのは「２，１００円を超えない範囲内において人事委員会が定める額」と、「２，５

２０円」とあるのは「２，５２０円」に改める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「第１条

改正後特殊勤務手当条例」という。）の規定、第２条の規定による改正後の熊本県警察

の職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「第２条改正後警察職員特殊勤務手当条例」

という。）の規定及び第３条の規定による改正後の東日本大震災及び東日本大震災以外

の特定大規模災害等に対処するための熊本県職員等の特殊勤務手当の特例に関する条例

（以下「第３条改正後特殊勤務手当特例条例」という。）の規定は、令和６年１月１日

から適用する。 

 （手当の内払） 

３ 第１条改正後特殊勤務手当条例、第２条改正後警察職員特殊勤務手当条例又は第３条

改正後特殊勤務手当特例条例の規定を適用する場合においては、次の各号に掲げる条例

の規定に基づいて支給された手当は、当該各号に定める条例の規定による手当の内払と

みなす。 
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(1)  第１条の規定による改正前の熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例 第１条改

正後特殊勤務手当条例 

(2) 第２条の規定による改正前の熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する条例 第

２条改正後警察職員特殊勤務手当条例 

(3)  第３条の規定による改正前の東日本大震災及び東日本大震災以外の特定大規模災

害等に対処するための熊本県職員等の特殊勤務手当の特例に関する条例 第３条改正

後特殊勤務手当特例条例 

（提案理由） 

国家公務員における取扱いを踏まえ、特殊勤務手当の額等を見直す必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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第 ６ 号 

熊本県監査委員に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

熊本県監査委員に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬    

   熊本県監査委員に関する条例等の一部を改正する条例 

 （熊本県監査委員に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本県監査委員に関する条例（昭和３９年熊本県条例第２１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

 （熊本県公営企業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年熊本県条例第４５号）の一部

を次のように改正する。 

  第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

（熊本県病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 熊本県病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年熊本県条例第４８号）の一部

を次のように改正する。 

  第７条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

（熊本県下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第４条 熊本県下水道事業の設置等に関する条例（昭和６３年熊本県条例第３８号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

（熊本県知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第５条 熊本県知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年熊本県条例第２

８号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の７第１項」に、「第２４３

条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

  第２条第１号中「第１７３条第１項第１号」を「第１７３条の４第１項第１号」に改

め、同条第２号中「第１７３条第１項第２号」を「第１７３条の４第１項第２号」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 （提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）等の一部改正に伴い、関係規定を整理する必要
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がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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第 ７ 号 

   熊本県手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

熊本県手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

  令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

   熊本県手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第６１号中「大麻取締法」を「大麻草の栽培の規制に関する法律」に、 

「大麻取扱者免許の」を「大麻草採取栽培者免許の」に、「大麻取扱者免許申請手数料」

を「大麻草採取栽培者免許申請手数料」に改め、同項第６２号中「大麻取締法第１０条

第５項」を「大麻草の栽培の規制に関する法律第６条第３項」に、「大麻取扱者の」を

「大麻草採取栽培者の」に、「大麻取扱者登録変更手数料」を「大麻草採取栽培者登録

変更手数料」に改め、同項第６３号中「大麻取締法第１０条第６項」を「大麻草の栽培

の規制に関する法律第７条第３項」に、「大麻取扱者免許証の」を「大麻草採取栽培者

免許証の」に、「大麻取扱者免許証再交付手数料」を「大麻草採取栽培者免許証再交付

手数料」に改める。 

  別表第７の２スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をフロッピーディスクに複

写したものの交付の項を削る。 

第２条 熊本県手数料条例の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第６１号中「大麻草採取栽培者免許の」を「第一種大麻草採取栽培者免

許の」に、「大麻草採取栽培者免許申請手数料」を「第一種大麻草採取栽培者免許申請

手数料」に改め、同項第６２号中「大麻草採取栽培者の」を「第一種大麻草採取栽培者

の」に、「大麻草採取栽培者登録変更手数料」を「第一種大麻草採取栽培者登録変更手

数料」に改め、同項第６３号中「大麻草採取栽培者免許証の」を「第一種大麻草採取栽

培者免許証の」に、「大麻草採取栽培者免許証再交付手数料」を「第一種大麻草採取栽

培者免許証再交付手数料」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 次号及び第３号に掲げる規定以外の規定 公布の日 

(2) 第１条（熊本県手数料条例別表第７の２スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をフロッピーディスクに複写したものの交付の項を削る改正規定を除く。）並び

に附則第２項、第５項、第６項、第８項及び第１１項の規定 公布の日又は大麻取締

法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する法律（令和５年法律第８４号。以下
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「改正法」という。）の施行の日のいずれか遅い日 

(3) 第２条並びに附則第３項、第７項及び第９項の規定 改正法附則第１条第２号に

掲げる規定の施行の日 

（経過措置） 

２ 改正法附則第３条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる大麻栽培者及

び大麻研究者に係る手数料については、第１条の規定による改正後の熊本県手数料条例

第２条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 改正法附則第４条の規定によりなお従前の例によることとされる大麻草採取栽培者に

係る手数料については、第２条の規定による改正後の熊本県手数料条例第２条第１項の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日（以下「２号施行日」という。）の前日ま

での間、改正法附則第６条の規定により行われる改正法第１条の規定による改正後の大

麻草の栽培の規制に関する法律（昭和２３年法律第１２４号）第５条第１項の規定に基

づく大麻草採取栽培者免許の申請に係る手数料については、第１条の規定による改正後

の熊本県手数料条例第２条第１項（第６１号に係る部分に限る。）の規定の例により徴

収するものとする。 

５ 附則第１項第３号に掲げる規定の施行の日（以下「３号施行日」という。）の前日ま

での間、改正法附則第７条の規定により行われる改正法第２条の規定による改正後の大

麻草の栽培の規制に関する法律第５条第１項の規定に基づく第一種大麻草採取栽培者免

許の申請に係る手数料については、第２条の規定による改正後の熊本県手数料条例第２

条第１項（第６１号に係る部分に限る。）の規定の例により徴収するものとする。 

（熊本県収入証紙条例の一部改正） 

６ 熊本県収入証紙条例（昭和３９年熊本県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

別表第１手数料の項第５８号から第６０号までを次のように改める。 

58 大麻草採取栽培者免許申請手数料 

59 大麻草採取栽培者登録変更手数料 

60 大麻草採取栽培者免許証再交付手数料 

７ 熊本県収入証紙条例の一部を次のように改正する。 

別表第１手数料の項第５８号から第６０号までを次のように改める。 

58 第一種大麻草採取栽培者免許申請手数料 

59 第一種大麻草採取栽培者登録変更手数料 

60 第一種大麻草採取栽培者免許証再交付手数料 

（熊本県収入証紙条例の一部改正に伴う経過措置） 

８ 附則第２項の規定によりなお従前の例によることとされる手数料については、附則第
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６項の規定による改正後の熊本県収入証紙条例別表第１の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

９ 附則第３項の規定によりなお従前の例によることとされる手数料については、附則第

７項の規定による改正後の熊本県収入証紙条例別表第１の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

１０ ２号施行日の前日までの間、附則第４項の規定により徴収する手数料については、

附則第６項の規定による改正後の熊本県収入証紙条例第２条及び別表第１（手数料の項

第５８号に係る部分に限る。）の規定の例により徴収するものとする。 

１１ ３号施行日の前日までの間、附則第５項の規定により徴収する手数料については、

附則第７項の規定による改正後の熊本県収入証紙条例第２条及び別表第１（手数料の項

第５８号に係る部分に限る。）の規定の例により徴収するものとする。 

（提案理由） 

 大麻取締法（昭和２３年法律第１２４号）等の一部改正に伴い、手数料の規定を整理す

る必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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第 ８ 号 

熊本県税条例の一部を改正する条例の制定について 

 熊本県税条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

  令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

熊本県税条例の一部を改正する条例 

第１条 熊本県税条例（昭和２９年熊本県条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第６３条第１項第１号及び第２号中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改

める。 

第１０７条の２第１項中「第１１条の９第１項」を「第１１条の１０第１項」に改め

る。 

  附則第４条から第６条の２までを次のように改める。 

 第４条及び第５条 削除 

（事業税の納税義務者等の特例） 

第６条 第３９条第１項の規定の適用については、当分の間、同項第１号イ中「１億円

以下のもの」とあるのは、「１億円以下のもの（前事業年度の事業税についてアに掲

げる法人に該当したものであって、払込資本の額（法人が株主又は合名会社、合資会

社若しくは合同会社の社員その他法人の出資者から出資を受けた金額として施行令附

則第６条で定める額をいう。）が１０億円を超えるものを除く。）」とする。 

第６条の２ 削除 

第２条 熊本県税条例の一部を次のように改正する。 

第３０条第１項第４号中「及び第３号に掲げる寄附金（同条第３項及び」を「から第

４号までに掲げる寄附金（」に改める。 

第３９条第１項第１号イ中「並びにこれらの法人」を「（以下イにおいて「所得等課

税法人」という。）並びに所得等課税法人」に改め、「有しないもの」の次に「（所得

等課税法人以外の法人のうち次に掲げる法人に該当するものを除く。）」を加え、同号

イに次のように加える。 

(ア) 特定法人（払込資本の額（法人が株主又は合名会社、合資会社若しくは合

同会社の社員その他法人の出資者から出資を受けた金額として施行令第１０条

の２で定める金額をいう。以下(ア)及び(イ)において同じ。）が５０億円を超

える法人（イに掲げる法人を除く。）及び保険業法に規定する相互会社（これ

に準ずるものとして施行令第１０条の３で定めるものを含む。）をいう。以下 

(ア)及び(イ)において同じ。）との間に当該特定法人による完全支配関係（法

人税法第２条第１２号の７の６に規定する完全支配関係をいう。以下この号に
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おいて同じ。）がある法人のうち払込資本の額（地方税法等の一部を改正する

法律（令和６年法律第４号）の公布の日以後に当該法人と当該特定法人との間

に完全支配関係（当該法人以外の特定法人による完全支配関係に限る。）があ

る場合その他施行令第１０条の４第１項で定める場合において、当該法人が剰

余金の配当（払込資本の額のうち施行令第１０条の５で定める額の減少に伴う

ものに限る。以下(ア)及び(イ)において同じ。）又は出資の払戻しをしたとき

は、当該剰余金の配当又は出資の払戻しにより減少した払込資本の額を加算し

た額）が２億円を超えるもの 

(イ) 法人との間に完全支配関係がある全ての特定法人が有する株式及び出資の

全部を当該全ての特定法人のうちいずれか一のものが有するものとみなした場

合において当該いずれか一のものと当該法人との間に当該いずれか一のものに

よる完全支配関係があることとなるときの当該法人のうち払込資本の額（地方

税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）の公布の日以後に、特定

親法人（当該事業年度において当該法人と他の法人との間に当該他の法人によ

る完全支配関係がある場合における当該他の法人をいう。以下(イ)において同

じ。）と当該法人との間に当該特定親法人による完全支配関係があり、かつ、

当該法人との間に完全支配関係がある全ての特定法人が有する株式及び出資の

全部を当該全ての特定法人のうちいずれか一のものが有するものとみなした場

合において当該いずれか一のものと当該法人との間に当該いずれか一のものに

よる完全支配関係があることとなるときその他施行令第１０条の４第２項で定

める場合に、当該法人が剰余金の配当又は出資の払戻しをしたときは、当該剰

余金の配当又は出資の払戻しにより減少した払込資本の額を加算した額）が２

億円を超えるもの（(ア)に掲げる法人を除く。） 

第４８条の３第１項中「法人課税信託」を「法人課税信託等」に改める。 

附則第６条中「附則第６条」を「附則第５条の７」に改める。 

附則第６条の２を次のように改める。 

第６条の２ 新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等

の一部を改正する法律（令和６年法律第４５号）の施行の日から令和９年３月３１日

までの間に産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２４条の２第１項に規定

する特別事業再編計画（以下この条において「特別事業再編計画」という。）につい

て同項の認定を受けた同法第２４条の３第１項に規定する認定特別事業再編事業者で

ある法人（以下この条において「認定特別事業再編事業者」という。）が、当該認定

に係る特別事業再編計画（同項の規定による変更の認定があったときは、その変更後

のもの）に従って行う同法第２条第１８項に規定する特別事業再編（生産性の向上及
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び需要の開拓に特に資するものとして総務大臣が定める基準に適合するものに限る。

以下この条において「特別事業再編」という。）のための措置（同項第３号、第４号

及び第６号に掲げる措置に限る。）として他の法人の株式若しくは出資（以下この条

において「株式等」という。）の取得をし、又は他の法人の株式を譲り受け、これを

その取得又は譲受けの日（以下この条において「取得等の日」という。）以後引き続

き有しており、かつ、取得等の日以後継続して当該他の法人との間に完全支配関係（

法人税法第２条第１２号の７の６に規定する完全支配関係をいう。以下この条におい

て同じ。）がある場合（その取得又は譲受けに係る対価の額が１００億円を超える金

額又は１億円に満たない金額である場合を除く。）において、当該他の法人（以下こ

の条において「対象法人」という。）及び当該認定特別事業再編事業者が産業競争力

強化法第２４条の２第１項の認定の申請の日前５年以内に他の法人の株式等の取得を

し、又は他の法人の株式を譲り受け、これをその取得又は譲受けの日以後引き続き有

しており、かつ、同日以後継続して当該他の法人との間に完全支配関係がある場合に

おける当該他の法人（当該他の法人が当該特別事業再編のための措置を行う場合にお

ける当該他の法人のうち総務省令で定めるものに限る。以下この条において「５年以

内株式等取得等法人」という。）の行う事業に対する第３９条第１項の規定の適用に

ついては、対象法人又は５年以内株式等取得等法人の取得等の日を含む事業年度から

当該取得等の日以後５年を経過する日を含む事業年度（同法第２４条の３第２項又は

第３項の規定により同法第２４条の２第１項の認定が取り消された場合には、その取

り消された日を含む事業年度の前事業年度）までの各事業年度分の事業税に限り、第

３９条第１項第１号イ(ア)及び(イ)中「２億円を超えるもの」とあるのは、「２億円

を超えるもの（附則第６条の２に規定する対象法人及び同条に規定する５年以内株式

等取得等法人を除く。）」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

( 1 ) 第１条中第１０７条の２の改正規定 令和７年１月１日 

( 2 ) 第１条中第６３条及び附則第４条から第６条の２までの改正規定並びに附則第３

項及び第４項の規定 令和７年４月１日 

( 3 ) 第２条中第３９条並びに附則第６条及び第６条の２の改正規定並びに附則第５項

の規定 令和８年４月１日 

( 4 ) 第２条中第４８条の３の改正規定並びに附則第６項及び第７項の規定 公益信託

に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日 

( 5 ) 第２条中第３０条の改正規定及び附則第２項の規定 前号に掲げる規定の施行の
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日の属する年の翌年の１月１日 

（県民税に関する経過措置） 

２ 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の

適用がある場合における附則第１項第５号に掲げる規定による改正後の熊本県税条例第

３０条第１項第４号の規定の適用については、同号中「寄附金（」とあるのは、「寄附

金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定

によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第

７８条第３項及び」とする。 

 （事業税に関する経過措置） 

３ 第１条の規定による改正後の熊本県税条例（次項において「７年新条例」という。）

附則第６条の規定は、附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日（以下「２号施行日」

という。）以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し、２号施行日前

に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。 

４ ２号施行日以後最初に開始する事業年度（以下この項において「最初事業年度」とい

う。）の事業税（地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）の公布の日

（以下この項において「公布日」という。）を含む事業年度の前事業年度の事業税につ

いて第１条の規定による改正前の熊本県税条例第３９条第１項第１号アに掲げる法人に

該当したものであって、公布日の前日の現況により資本金の額又は出資金の額が１億円

以下であると判定され、かつ、公布日から最初事業年度の開始の日の前日までの間に終

了した各事業年度分の事業税について同号イに掲げる法人に該当したものの行う事業に

対する事業税を除く。）に係る７年新条例附則第６条の規定の適用については、同条中 

「前事業年度」とあるのは、「地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号） 

の公布の日を含む事業年度の開始の日の前日から同法附則第７条第２項に規定する最初

事業年度の開始の日の前日までの間に終了したいずれかの事業年度分」とする。 

５ 第２条の規定による改正後の熊本県税条例第３９条第１項及び附則第６条の２の規定

は、附則第１項第３号に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度に係る法人の事

業税について適用し、同日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお

従前の例による。 

 （地方消費税に関する経過措置） 

６ 附則第１項第４号に掲げる規定による改正後の熊本県税条例第４８条の３の規定は、

附則第１項第４号に掲げる規定の施行の日（以下「４号施行日」という。）以後に効力

が生ずる地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）による改正後の地方

税法第７２条の８０第１項ただし書に規定する公益信託（公益信託に関する法律附則第

４条第１項に規定する移行認可（以下「移行認可」という。）を受けた信託を含む。）
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について適用し、４号施行日前に効力が生じた公益信託に関する法律による改正前の公

益信託ニ関スル法律（大正１１年法律第６２号）第１条に規定する公益信託（移行認可

を受けたものを除く。）については、なお従前の例による。 

（熊本県税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

７ 熊本県税条例の一部を改正する条例（平成１９年熊本県条例第４８号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第２項中「を除く」を「及び公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）附

則第４条第１項に規定する移行認可を受けたものを除く」に改める。 

（提案理由） 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部改正に伴い、関係規定を整備する必要

がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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第 ９ 号 

熊本県税特別措置条例の一部を改正する条例の制定について 

 熊本県税特別措置条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

  令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

熊本県税特別措置条例の一部を改正する条例 

熊本県税特別措置条例（昭和３９年熊本県条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「）を新設し、若しくは増設した」を「）を新設し、若しくは増設し、若しく

は同号に規定する特定業務児童福祉施設（当該特定業務施設の新設に併せて整備されるも 

のに限る。第４条の１４第１項及び第２項において「対象特定業務児童福祉施設」という。） 

を整備した」に改める。 

第４条の１４第１項各号列記以外の部分及び第２項中「又は増設した」を「若しくは増

設し、又は対象特定業務児童福祉施設を整備した」に改める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の熊本県税特別措置条例（以下「新条例」

という。）の規定は、令和６年４月１９日から適用する。 

２ 新条例第４条の１４の規定は、令和６年４月１９日（以下「適用日」という。）以後

に地域再生法（平成１７年法律第２４号）第７条第１項に規定する認定地域再生計画に

記載されている同法第５条第４項第５号イに掲げる地方活力向上地域（以下「地方活力

向上地域」という。）内において同法第１７条の２第４項に規定する認定地方活力向上

地域等特定業務施設整備計画（以下「認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」

という。）に従って同法第５条第４項第５号に規定する特定業務施設（以下「特定業務

施設」という。）を新設し、若しくは増設し、又は同号に規定する特定業務児童福祉施

設（当該特定業務施設の新設に併せて整備されるものに限る。）を整備した同法第１７

条の２第４項に規定する認定事業者（以下「認定事業者」という。）に対して課すべき

事業税、不動産取得税及び固定資産税について適用し、適用日前に地方活力向上地域内

において認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に従って特定業務施設を新設し、

又は増設した認定事業者に対して課する事業税、不動産取得税及び固定資産税について

は、なお従前の例による。 

 （提案理由） 

地域再生法第十七条の六の地方公共団体等を定める省令（平成２７年総務省令第７３号）

の一部改正を踏まえ、関係規定を整備する必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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第 １０ 号 

  熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例

の制定について 

熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例を次

のように制定することとする。 

令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例 

 （熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年熊本県条

例第６８号）の一部を次のように改正する。 

  第１３条第３項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第３６条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。 

（熊本県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

第２条 熊本県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年熊本県条例第６９号）の一部を次のように改正する。 

  第９条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第

２７９条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第２７９条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）」を削る。 

（熊本県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部改正） 

第３条 熊本県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防
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サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成２４

年熊本県条例第７０号）の一部を次のように改正する。 

  第５１条の２第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体

（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。第２６９条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第２６９条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）」を削る。 

（熊本県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 熊本県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年熊本県条例第７１号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第

５６条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第５６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。 

（熊本県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部

改正） 

第５条 熊本県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（

平成２４年熊本県条例第７２号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第

５５条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第５５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。 

（熊本県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部改正） 
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第６条 熊本県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成３

０年熊本県条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる一

定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５６条第１

項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第５６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。 

（熊本県無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第７条 熊本県無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例（令和２年熊本県条例

第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条第７項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない 

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。） 

に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 （提案理由） 

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省関係省令の一部

を改正する省令（令和５年厚生労働省令第１６１号）の施行に伴い、関係規定を整理する

必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 



 

 19 

第 １１ 号 

    熊本県国民健康保険法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

熊本県国民健康保険法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定することとす

る。 

    令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

熊本県国民健康保険法施行条例の一部を改正する条例 

 熊本県国民健康保険法施行条例（平成３０年熊本県条例第２２号）の一部を次のように

改正する。 

 附則第３項を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 （提案理由） 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）等の一部改正に伴い、関係規定を整理

する必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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第 １２ 号 

   工事請負契約の締結について 

 牛深漁港水産物供給基盤機能保全（ハイヤ大橋橋梁補修２）工事他合併について、次の

ように請負契約を締結することとする。 

  令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

１ 工  事  名 牛深漁港水産物供給基盤機能保全（ハイヤ大橋橋梁補修２）工事 

          他合併 

２ 工 事 内 容 橋梁補修工 

３ 工 事 場 所 天草市牛深町地内 

４ 工     期 契約締結の日の翌日から令和７年３月３１日まで 

５ 契 約 金 額 ５６０，６５９，０００円 

６ 契約の相手方 福岡県福岡市博多区博多駅中央街７番２１号 

日立造船株式会社九州支社 

          支社長 徳尾真信 

７ 契 約 の 方 法 一般競争入札 

 （提案理由） 

 牛深漁港水産物供給基盤機能保全（ハイヤ大橋橋梁補修２）工事他合併請負契約の締結

について、議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和３９年熊本県条例第３０号）第

２条の規定により議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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第 １３ 号 

   工事請負契約の変更について 

 令和４年１２月熊本県議会定例会において議決された国道３８９号広域連携交付金（下

田南４号トンネル）工事他合併請負契約のうち、工期「契約締結の日の翌日から令和６年

９月３０日まで」を「契約締結の日の翌日から令和７年３月３１日まで」に、契約金額

「１，７６５，５００，０００円」を「１，８４５，８５２，２８５円」に変更すること

とする。 

  令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

 （提案理由） 

 工事内容の変更のため、工期及び契約金額を変更する必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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第 １４ 号 

   工事請負契約の変更について 

 令和４年９月熊本県議会定例会において議決された熊本港物流拠点機能向上（ガントリ

ークレーン製作据付）工事請負契約のうち、工期「契約締結の日の翌日から令和６年９月

３０日まで」を「契約締結の日の翌日から令和６年１２月２７日まで」に、契約金額「１，

１４８，４００，０００円」を「１，１６８，９６９，９３７円」に変更することとする。 

  令和６年６月１４日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

 （提案理由） 

 工事内容の変更のため、工期及び契約金額を変更する必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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第 １５ 号 

   直轄災害復旧事業の経費に対する市町負担金について 

 令和２年度から令和５年度までにおいて国が施行した直轄災害復旧事業について、当該

事業に要した経費のうち市町が負担すべき金額を次のとおり定めることとする。 

  令和６年６月１４日提出 

                   熊本県知事 木 村 敬    

 八代市 

事  業  名 負担すべき金額 

直轄災害復旧事業（八代平野地区） ５，９７１，００９円 

氷川町 

事  業  名 負担すべき金額 

直轄災害復旧事業（八代平野地区） ２２，８３４円 

（提案理由） 

 令和２年度から令和５年度までにおいて国が施行した直轄災害復旧事業に要した経費の

一部を市町に負担させるため、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９０条第１０

項の規定により議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。                      
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第 １６ 号 

      専決処分の報告及び承認について 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した事 

件について、同条第３項の規定により次のとおり報告し、承認を求める。 

    令和６年６月１４日提出 

                                                 熊本県知事  木 村 敬    

専第 ２ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

 次に掲げる日、路線名等、場所及び原因で発生した事故に関し、和解の相手方と熊本県

との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、和解することとする。 

  令和６年５月１６日専決 

熊本県知事 木 村 敬    

発 生 日 

路 線 名 等 

発 生 場 所 

事 故 の 原 因 

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項 

令和５年８月２８日 

一般県道熊本空港線 

菊池郡菊陽町大字馬場楠

地内 

支障木 

個 人 

（車両所有者） 

２３２,２００円 当事者双方は、

今後本件に関し

て、裁判上又は裁

判外において一切

の異議及び請求の

申立てをしないこ

と。 
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第 １７ 号 

      専決処分の報告及び承認について 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した事 

件について、同条第３項の規定により次のとおり報告し、承認を求める。 

    令和６年６月１４日提出 

                                                 熊本県知事  木 村 敬 

専第 １ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

 次に掲げる日、路線名等、場所及び原因で発生した事故に関し、和解の相手方と熊本県

との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、和解することとする。 

  令和６年５月１６日専決 

熊本県知事 木 村 敬    

発 生 日 

路 線 名 等 

発 生 場 所 

事 故 の 原 因 

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項 

令和６年１月２６日 

一般国道２６６号 

宇城市不知火町大見地内 

支障木 

個 人 

（車両所有者） 

９５,４００円 当事者双方は、

今後本件に関し

て、裁判上又は裁

判外において一切

の異議及び請求の

申立てをしないこ

と。 
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報告第 １１ 号 

   専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分した事

件について、次のとおり報告する。 

  令和６年６月１４日提出 

熊本県知事 木 村 敬    

専第 ６ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

 次に掲げる日及び場所で発生した和解の相手方の車両等と熊本県職員が運転する公用車

による交通事故に関し、和解の相手方と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、

和解することとする。 

  令和６年５月３１日専決 

熊本県知事 木 村 敬    

発 生 日 

発 生 場 所 

和解の相手方 

相手方の車両等 
損害賠償の額 和 解 事 項 

令和６年４月１日 

八代市松江城町地内 

個 人 

（車両所有者） 

普通乗用車 

２１８，４３８円 当事者双方は、今

後本件に関して、裁

判上又は裁判外にお

いて一切の異議及び

請求の申立てをしな

いこと。 
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報告第 １２ 号 

      専決処分の報告について 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分した事  

件について、次のとおり報告する。 

    令和６年６月１４日提出 

熊本県知事 木 村 敬    

専第 ４ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

 次に掲げる日及び場所で発生した和解の相手方の車両等と熊本県職員が運転する公用車

による交通事故に関し、和解の相手方と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、

和解することとする。 

  令和６年５月２７日専決 

熊本県知事 木 村 敬    

発  生  日 

発 生 場 所 

和解の相手方 

相手方の車両等 
損害賠償の額 和 解 事 項 

令和４年１２月８日 

菊池市北宮地内 

 

個 人 

（車両運転者） 

普通乗用車 

１００，２１５円 当事者双方は、

今後本件に係る人

的損害に関して、

裁判上又は裁判外

において一切の異

議及び請求の申立

てをしないこと。 

個 人 

（車両同乗者） 

３８，７２４円 
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報告第 １３ 号 

      専決処分の報告について 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分した事  

件について、次のとおり報告する。 

    令和６年６月１４日提出 

熊本県知事 木 村 敬    

専第 ５ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

 次に掲げる日及び場所で発生した和解の相手方の車両等と熊本県職員が運転する公用車

による交通事故に関し、和解の相手方と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、

和解することとする。 

  令和６年５月２７日専決 

熊本県知事 木 村 敬    

発  生  日 

発 生 場 所 

和解の相手方 

相手方の車両等 
損害賠償の額 和 解 事 項 

令和５年６月２７日 

阿蘇市黒川地内 

個 人 

（車両所有者） 

軽乗用車 

 

１４３，４１１円 当事者双方は、

今後本件に係る人

的損害に関して、

裁判上又は裁判外

において一切の異

議及び請求の申立

てをしないこと。 
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報告第 １４ 号 

   専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分した事

件について、次のとおり報告する。 

  令和６年６月１４日提出 

熊本県知事 木 村 敬    

専第 ３ 号 

   和解及び損害賠償額の決定について 

次に掲げる日及び場所で発生した和解の相手方使用の車両等と熊本県警察職員が運転す

る公用車による交通事故に関し、和解の相手方と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額

を決定し、和解することとする。 

  令和６年５月２７日専決 

熊本県知事 木 村 敬    

番

号 

発  生  日 

発 生 場 所 

和解の相手方 

相手方の車両等 
損害賠償の額 和解事項 

１ 

令和５年８月１６日 

熊本市南区江越地内 

 

個 人 

（車両運転者） 

原動機付自転車 

４５９，７７５円   当事者双

方は、今後

本件に関し

て、裁判上

又は裁判外

において一

切の異議及

び請求の申

立てをしな

いこと。 

 

２ 

 

令和６年１月３１日 

熊本市中央区萩原町地

内 

個 人 

（車両所有者） 

普通乗用車 

１３７，４００円 

３ 

令和６年２月３日 

熊本市西区蓮台寺地内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 人 

（車両所有者） 

軽乗用車 

１４５，２００円 
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